
『静岡県が管理する県道の構造の技術的基準を
定める規則』の一部改正

静岡県 交通基盤部 道路局 道路企画課

資料２－１
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昭和35年
道路交通法の施行 ： 自転車は原則車道の左側を走行 （軽車両）

⇒ 乗用車台数の増加に伴い、交通事故件数及び死者数が増加

昭和45年
交通事故死者数が16,765人に達し、「交通戦争」と呼ばれる状態に

⇒ 自転車の歩道通行を可能とする交通規制を導入

・・・
・・・

平成19年
普通自転車の歩道通行要件の見直し（自転車は、車道が原則、歩道は例外）

⇒道路交通法の改正（平成19年６月成立、平成20年６月施行）

平成23年
自転車と歩行者の安全確保を目的とした総合的対策の推進を表明 (国交省、警察庁)

⇒ 「自転車は車両であり、車道通行が原則」であることを徹底

平成24年
「安全で快適な自転車利用環境創出ガイドライン」の策定 （国交省、警察庁）

⇒ 自転車通行空間の計画・設計の考え方等の提示

平成28年
「安全で快適な自転車利用環境創出ガイドライン」の改定 （国交省、警察庁）

⇒ 暫定形態（自転車専用通行帯、車道混在）の積極的な活用

平成31年
道路構造令に「自転車通行帯」に関する規定を新設

⇒新たに整備する道路において「自転車専用通行帯」の設置を推進

１．背景（自転車施策の変遷）

（この間、自転車と自動車は分離）
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○全国の交通事故死者数

１．背景（自転車施策を取り巻く課題）

• 近年、交通事故死者数は減少傾向

• 一方で、自転車関連事故死者数が全体に占める割合は増加傾向
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道路交通法改正（H20 施行）
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○全国の交通事故発生件数

１．背景（自転車施策を取り巻く課題）

⇒ 道路空間内に自転車が安全に通行できる空間が整備されていない

⇒ 歩行者、自動車と適切に分離された自転車通行空間の整備が必要

出典：交通年鑑

• 近年、全国の交通事故発生件数は減少傾向

• 一方で、自転車対歩行者の交通事故件数はおおむね横ばい

（千件） （百件）
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１．背景（自転車通行空間整備の考え方）

◆H28～ 「安全で快適な自転車利用環境創出ガイドライン」の一部改正

⇒ 暫定形態（普通自転車専用通行帯、車道混在）を積極的に活用

＜自動車速度：高＞

②：自転車歩行者道

Ｂ：普通自転車専用通行帯 Ｃ：車道混在（路面表示）

＜自動車速度：低／交通量：少＞

◆H19～ 自転車は原則車道を走行
◆H24～ 「安全で快適な自転車利用環境創出ガイドライン策定」

◆～H19 自転車は歩道を通行可能

⇒ 自転車通行空間の計画、設計の基本的な考え方が示される

①：自転車道

Ａ：自転車道

【
整
備
形
態
】

【
整
備
形
態
】

＜交通状況がＡとＣの中間＞

写真は国土交通省資料から引用
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区 分 自転車道 普通自転車専用通行帯
車道混在の通行位置明示

（路面表示、カラー舗装など）

概 要

自転車の通行のために、縁石
や柵などの工作物により区画し
て設けられる道路の部分
（幅員２．０ｍ以上）

道路標識等で区分され、普通自転車
が通行しなければならない車両通行
帯として指定された道路の部分
（幅員１．５ｍ以上）

自転車と自動車が混在する道路のう
ち、路肩や停車帯、車線上に対策を
講じたもの（カラー舗装や矢羽根型路
面表示など）

イメージ

写 真

関連法令

道路構造令…第２条第２項 道路構造令…規定なし（～H31.4）
第２条第15項（H31.4～）

道路構造令…規定なし

道路交通法…第８条第１項
（一方通行規制がある場合）

道路交通法…第２０条第２項 道路交通法…規定なし

歩道 車道自転車道

路肩

双方向の
自転車道

１．背景（自転車通行空間の整備形態）

※完成形態の整備が当面困難である場合、暫定
形態として整備
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１．背景（参考資料）
出典：国土交通省資料
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整備手法 整備前（件／年・㎞） 整備後（件／年・㎞） 増減率

自転車道（28路線） ３．８ ２．８ －２６％

普通自転車専用通行帯（35路線） ３．７ ２．４ －３６％

出典：自転車通行環境整備モデル地区の調査結果について（国土交通省、H23.7.23公表）より抜粋

＜自転車通行空間を整備した路線の自転車関連事故の発生件数＞

１．背景（自転車通行空間の整備効果）

• 自転車通行空間を整備した路線における１年間の自転車関連事故の

発生件数は、整備前よりも減少

⇒ 自転車道、普通自転車専用通行帯は、交通事故削減に効果あり

出典：国土交通省東京国道事務所 記者発表資料をもとに加工

○車道混在の整備（矢羽根型路面表示）により、自転車利用者で過半数、歩行者で約４割、

自動車等のドライバーで約３割が、「整備前と比べて危険に感じることが減った」と回答

⇒ 車道混在の整備は、道路利用者の不安感の低減に効果あり
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＜道路構造令改正の概要＞

１ 自転車通行帯の新設関係

○ 「自転車通行帯」を新たに規定し、「自転車通行帯」の設置要件を規定

○ 幅員1.5メートル以上（道路交通法に基づく普通自転車専用通行帯と同様）

※地形の状況その他の特別な理由によりやむを得ない場合においては１メートルまで縮小できる

２ 自転車道の設置要件関係

○ 設置要件に 「設計速度が１時間につき60ｷﾛﾒｰﾄﾙ以上であるもの」 を追加

※実勢速度が50キロメートルを超える道路は自動車対自転車の死亡事故が多い傾向（国交省調べ）

３ その他

○ その他所要の改正

２．道路構造令の改正

• 国は、新たに整備する道路における「自転車通行帯」の設置の推進を図

るため、自転車通行帯を新たに規定する等、道路構造令の一部を改正

※平成31年４月25日改正済み
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○県内の交通事故発生件数 ○全国の交通事故発生件数（参考）

• 近年、県内の交通事故発生件数は減少傾向

• 一方で、自転車対歩行者の交通事故件数はおおむね横ばい

３．静岡県の現状と課題①

⇒ 歩行者、自動車と適切に分離された自転車通行空間の整備が必要
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区分 整備済み延長（km） 主な路線名

自転車道 ０．６
国道４１４号、

（一）島田岡部線

普通自転車専用通行帯 １．６
（一）上青島焼津線、

（主）相良大須賀線

車道混在の通行位置明示

（矢羽根型路面表示など）
１９２．２

国道１３６号、国道３０１号、

（主）沼津土肥線

○県管理道路における自転車通行空間の整備状況 （H31.3時点）

３．静岡県の現状と課題②

⇒ 車道混在（矢羽根型路面表示など）の整備は進んでいるが、

これまで施策として自転車歩行者道の整備を進めてきたこと、

自転車道に必要な幅員（２メートル以上）が確保できないこと

等により、県内の自転車通行空間の整備は進んでいない。

※県道路局調べ
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I. 「自転車通行帯」の新規規定
II. 「自転車道」の設置要件の追加
III. その他所要の改正

H31.4.25
施行 『道路構造令の一部を改正する政令』

県内の自転車に係る現状を踏まえ、県管理道路への自転車通行帯の設置を推進

４．道路構造令と県規則の関係

≪道路構造令を参酌し、県規則を改正≫

『静岡県が管理する県道の構造の
技術的基準を定める規則』 の一部改正
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• 県管理道路への自転車通行帯の設置を推進していくため、県規

則の一部を改正する。

項 目 改正内容

自転車

通行帯

【新規】

定義
・自転車を安全かつ円滑に通行させるために設けられる帯状の車道の

部分

設置

要件

・自動車及び自転車の交通量が多い道路には、車道の左端寄りに自

転車通行帯を設ける。ただし、やむを得ない場合はこの限りでない。

・自転車の交通量が多い道路又は自動車及び歩行者の交通量が多い

道路には、安全かつ円滑な交通を確保するため自転車の通行を分離

する必要がある場合は、車道の左端寄りに自転車通行帯を設ける。

ただし、やむを得ない場合はこの限りでない。

構造

・幅員は、1.5メートル以上とする。ただし、やむを得ない場合は１メート

ルまで縮小することができる。

・幅員は、当該道路の自転車の交通の状況を考慮して定める。

自転車道

設置

要件

【追加】

・「設計速度が１時間につき60キロメートル以上であるもの」を追加

※速度が50キロメートルを超える道路は自動車対自転車の死亡事故が多い傾向

４．県規則の改正内容①（案）
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自転車道 自転車通行帯

横断図

イメージ

構 造

・幅員2.0メートル以上
※やむを得ない場合は、1.5メートルまで縮小可

・構造物によって歩道及び車道から分離

・幅員1.5メートル以上
※やむを得ない場合は、1メートルまで縮小可

・車道に設けられる帯状の部分

歩道
自転車道

（2.0m以上） 車道

占有幅1.0m

歩道

自転車通行帯（1.5m以上）

車道

占有幅1.0m

４．県規則の改正内容②（案）

○自転車道と自転車通行帯の整備形態概要

自転車道
（2.0m以上）

自転車通行帯 （1.5m以上）
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区 分

自転車交通量

多

少

歩行者交通量

多 少

自
動
車
交
通
量

多
自転車道

(※１)

自転車通行帯

自転車道
(※１)

自転車通行帯
（車道混在）

少
自転車道

(※１)

自転車通行帯
（車道混在） （車道混在）

※１：設計速度60km以上の道路の場合
※２：安全かつ円滑な交通を確保するため自転車の通行を分離する必要がある場合

（※２）

○自転車通行空間の整備形態 選定の考え方

４．県規則の改正内容③（参考：整備形態の選定）

（※２）
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